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第 7 章では，第 2 章から第 6 章までの成果をまとめ，本論文を総括している。
論文審査の結果の要旨
気候変動枠組条約の締結以降，地球規模での大きな環境変化をもたらす温暖化問題への対応が求められる中，近年
炭酸ガス排出の伸びが著ししかっ最終消費財・サービスの需要を通じて生産段階への誘発影響を及ぼす民生家庭部
門での消費に起因する直接・間接の排出を抑制することが，我が国の温暖化対策の大きな鍵となっている。
本論文は，産業連関分析及びその応用モデルによる工学的手法を用いて家計の環境負荷誘発構造を分析評価し，炭
酸ガス排出抑制のために求められる持続可能な消費社会変革のあり方を検討したもので，その成果を要約すると次の
とおりである。
(1) 1 世紀の社会的成熟差を有する日英の炭酸ガス誘発構造を詳細に検討し，また世帯規模縮小など日本の世帯動
態の将来変化に伴う誘発負荷を予測した結果をもとに，分散された都市生活圏と公共交通利用に加えて，生活装置の
共同利用や維持補修による長寿命化など，同じ効用をより負荷の少ない様式で実現する暮らしの技術か生活規範とし
て定着することが炭酸ガス排出削減に有効であることを示している。
(2) 経済発展の段階の異なる日中の炭酸ガス誘発構造を詳細に検討し，サービス経済の進捗と共に最終消費財の輸
入よりもむしろ圏内産業を経由した中間財の輸入による中国での誘発が拡大する一方，その生産のための産業固定資
本の輸出によって H本での誘発が拡大する相互誘発の構造を定量的に明らかにし，炭酸ガス削減のために効果的な共
同実施策を評価するための基礎とじて，プロダクト・サイクルのモデルを提示している。
(3) 日本の高度成長過程を対象に消費内生化の産業連関分析をおこない，自動車のような大きな産業複合を有する
生活耐久財を自国内に生産拠点をもって輸出拡大を図っていくことが，関連する部材や社会インフラに至る産業を介
した所得循環や消費波及を経由して家計からの誘発負荷を飛躍的に増大させていることを定量的に明らかにしてい
る。この波及蓮鎖を明示し，環境影響を定量化することで，生活財所有の段階とともに低環境負荷の社会資本整備と
産業変革を進めることが重要で、あることを指摘している。
(4) 炭酸ガス排出抑制の対策として環境家計簿による学習効果を検証し，生活選好の類型に応じて負荷削減の標的
を診断する方法論とその効果を示している。これを拡張して，環境家計簿を内包し持続可能な消費行動を評価する勘
定体系モデルを提案している。
以上のように，本論文は家計を環境資源処理の社会システム的主体として捉え，家計の炭酸ガス排出構造のメカニ
ズムを明らかにして，今後の温暖化防止の環境政策のために有用な工学的知見を示していて，環境工学の進歩に寄与
することろが大きい。よって，本論文は博士論文として価値あるものと認める。
